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資産運用会社による「業務提携に関する協定書」締結及び 

内部規則である「運用ガイドライン」の変更に関するお知らせ 

 

クレッシェンド投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する資産運用会社である平和

不動産アセットマネジメント株式会社（以下「資産運用会社」といいます。）は、本日開催された取締役会におい

て、平成 22 年 10 月 1 日付で、平和不動産株式会社（以下「平和不動産」といいます。）との間で「業務提携に関

する協定書」を締結すること、及び資産運用会社の内部規則である「クレッシェンド投資法人運用ガイドライン」

（以下「運用ガイドライン」といいます。）を変更することを決議しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1．「業務提携に関する協定書」の締結について 

資産運用会社は、平成 22 年 10 月１日付で、平和不動産との間で、同社から次に掲げる情報や業務等の提供を

受けることを内容とする「業務提携に関する協定書」（以下「本協定書」といいます。）を締結することを決定い

たしました。 

これは、従来平和不動産との間で締結していた情報提供等に関する業務提携契約を発展的に解消し、平和不動

産がより J-REIT 資産運用事業に注力し、本投資法人との間の利益相反の問題に適切な考慮を払いながら、本投

資法人の運用資産の着実な成長と中長期的な安定収益の確保を実現することを目的としています。 

① 平和不動産が保有または開発する物件に関する優先的情報提供 

② 平和不動産が取り扱う仲介物件に関する優先的情報提供 

③ 本投資法人の投資、財務、リーシングなどに関する支援業務 

④ 本投資法人への売却を考慮した物件の先行取得 

⑤ 平和不動産又はそのグループ企業によるプロパティ･マネジメント業務 

⑥ 取締役等の人材派遣 

 

2．「運用ガイドライン」の変更について 

本投資法人は、平成 22 年 10 月 1 日付でジャパン・シングルレジデンス投資法人と合併（以下「本合併」とい

います。）する予定ですが、本合併に当たり、本投資法人の基本方針である運用資産の着実な成長と中長期的な



安定性の確保に向け、これらを早期且つ確実に具現化すべく、「運用ガイドライン」を変更するものです（本合

併については、平成 22 年 6 月 21 日付「クレッシェンド投資法人とジャパン・シングルレジデンス投資法人の合

併契約締結に関するお知らせ」をご参照下さい）。 

 

「運用ガイドライン」変更の概要は以下の通りです。 

（1）平和不動産株式会社及び平和不動産グループによるサポート体制の強化 

資産運用会社の親会社である平和不動産株式会社及び平和不動産グループの経験、ノウハウ等を最大限に生か

すため、「Ⅱ．基本方針」の記載内容を変更するとともに、上記 1．記載の「業務提携契約に関する協定書」の内

容を織り込むべく、「Ⅵ．業務提携先各社とのパートナーシップ」に代えて「Ⅵ．平和不動産とのパートナーシ

ップ」を追加いたしました。 

（2）本合併に伴う投資基準等の変更 

本合併によりポートフォリオの規模が拡大することに伴い、オフィス、レジデンスともに 1件当たりの投資規

模を見直しました。 

「投資エリア」に関して、投資エリアの区分を見直すとともに、現在、オフィス及びレジデンス毎に設定して

いる投資エリアを統一いたしました。 

本合併により、「ホテル」がポートフォリオに組入れられることから、現行のポートフォリオとの整合を取る  

ため、オフィス及びレジデンスの他、「（３）例外的資産への投資」を追加いたしました。 

本合併により、「地方投資エリア」のレジデンスが組入れられることから、ポートフォリオの投資比率を見直

しました。 

（3）商号変更、機構改革に伴う変更 

資産運用会社は、平成 22 年 7 月 1 日付でカナル投信株式会社から平和不動産アセットマネジメント株式会社

に商号変更いたしました。また、前述の通り、本投資法人は、平成 22 年 9 月 17 日に開催された本投資法人の投

資主総会において規約の一部変更議案が承認可決されたことに伴い、平成 22 年 10 月 1 日付でその商号を平和不

動産リート投資法人に変更する予定です（商号変更については、平成 22 年 9 月 1 日付「規約一部変更及び補欠

執行役員 1名選任に関するお知らせ」をご参照下さい）。以上のことから、表題その他該当箇所を変更しました。 

また、平成 22 年 9月 16 日付「資産運用会社における機構改革及び役員等の変更に関するお知らせ」にてお伝

えいたしました通り、資産運用会社の組織が平成 22 年 10 月 1 日付で変更されることに伴い、「ⅩⅡ．ガバナン

ス」の記載を変更いたしました。 

 

主な変更箇所は以下の通りです。（変更箇所は下線の部分です。） 

現行 改定後 

【表題】 

クレッシェンド投資法人  運用ガイドライン 

（前略） 

Ⅱ．基本方針 

当社は、上記Ⅰのとおり、運用資産の着実な成長および中長期

的針（以下「本基本方針という。」とし、本基本方針を具現化

すべく、以下のとおり投資物件の投資運用を行なっていく。 

 

（新 設） 

 

 

 

【表題】 

平和不動産リート投資法人  運用ガイドライン 

（前略） 

Ⅱ．基本方針 

当社は、上記Ⅰのとおり、投資法人規約に従い、運用資産の着

実な成長および中長期的な安定収益の確保を基本方針（以下

「本基本方針という。」とし、本基本方針を具現化すべく、以

下のとおり投資物件の投資運用を行なっていく。 

当社は、本基本方針を具現化すべく、J-REIT 市場において養

ってきた経験ならびに不動産および金融に関する専門的知識

を結集して、以下のとおり投資物件の投資運用を行っていく。 

 また当社は、親会社である平和不動産株式会社（以下「平和



 

 

 

 

 

１．運用資産の着実な成長 

以下の通り、本投資法人のポートフォリオ(以下｢本ポートフォ

リオ｣という。)の着実な成長（外部成長・内部成長）を実現す

ることにより、本ポートフォリオの価値の最大化を図る。 

 

 

・ 不動産流通マーケットにおいて豊富なストック数を有し、

かつテナント需要の高い東京都区部を中心とする投資エリア

に存するオフィスおよびレジデンスに主に投資することによ

り、本ポートフォリオの着実な外部成長を目指す 

･ これまでに関係を築いてきた多くの仲介会社から物件売却

情報を入手し、継続的な投資物件の取得を図ることにより、

本ポートフォリオの着実な外部成長を目指す 

 

・ 業務提携関係にある各社（本書最新改定日現在、平和不動

産株式会社、モルガン・スタンレー・キャピタル株式会社およ

び東洋プロパティ株式会社、（以下、３社を総称して「業務提

携先各社」という））ならびに不動産会社、信託銀行およびア

セット・マネジメント会社等から、本投資法人の投資基準に大

要適合する投資物件の売却および仲介情報の提供を受け、投資

物件の取得機会を拡大することによって本ポートフォリオの

着実な外部成長を目指す 

（中略） 

・ テナント満足度の向上ときめ細かな運営管理を実施すべく

各種運用計画を定め、プロパティ・マネジメント会社（以下「PM

会社」という。）の選定およびその業務についての適切な評価・

管理を行うことにより、積極的且つ効率的な運営管理に基づく

本ポートフォリオの着実な内部成長を目指す 

（後略） 

 

 

 

 

 

 

２．中長期的な安定性の確保 

・ 中長期にわたって安定的な稼働率と賃料水準を維持するこ

とが可能な東京都区部を中心とする投資エリアに存するオフ

不動産」という。）との間で「業務提携に関する協定書」を締

結し、平和不動産の経験とノウハウも最大限に活用して、本基

本方針を具現化することを目指す。（業務提携に関する詳細に

ついては、後記Ⅵ.参照） 

 

１．運用資産の着実な成長 

以下の通り、本投資法人のポートフォリオ(以下｢本ポートフォ

リオ｣という。)の着実な成長（外部成長・内部成長）を実現す

ることにより、本ポートフォリオの価値の最大化を図る。 

 

（１）外部成長 

･ 不動産流通マーケットにおいて豊富なストック数を有し、か

つテナント需要の高い東京都区部を中心とする投資エリアに

存するオフィスおよびレジデンスに主に投資することにより、

本ポートフォリオの着実な外部成長を目指す 

・ 平和不動産の物件開発力及び情報力を最大限に活用するこ

とにより、物件の取得機会を拡大し、継続的な投資物件の取得

を図ることによって、本ポートフォリオの着実な外部成長を目

指す（詳細については、後記Ⅵ.参照） 

・ 業務提携関係にある各社（本書最新改定日現在、モルガン・

スタンレー・キャピタル株式会社および東洋プロパティ株式会

社、（以下、２社を総称して「業務提携先各社」という。））な

らびに不動産会社、信託銀行およびアセット・マネジメント会

社等から、本投資法人の投資基準に大要適合する投資物件の売

却および仲介情報の提供を受け、投資物件の取得機会を拡大す

ることによって本ポートフォリオの着実な外部成長を目指す 

（中略） 

（２）内部成長 

・ テナント満足度の向上ときめ細かな運営管理を実施すべく

各種運用計画を定め、プロパティ・マネジメント会社（以下「PM

会社」という。）の選定およびその業務についての適切な評価・

管理を行うことにより、積極的且つ効率的な運営管理に基づく

本ポートフォリオの着実な内部成長を目指す 

（中略） 

・ 平和不動産もしくは平和不動産の子会社である平和サービ

ス株式会社（以下２社を総称して「平和不動産グループ」とい

う。）の有する豊富な資産管理運営能力を最大限に活用して、

本ポートフォリオの着実な内部成長を目ざす。（詳細について

は、後記Ⅵ.参照） 

 

２．中長期的な安定収益の確保 

（１）東京都区部を中心とするオフィス及びレジデンスへの集

中投資 



ィスおよびレジデンスへの集中投資を行なう 

・ 多数のオフィスおよびレジデンスに投資することにより、

分散されたポートフォリオを構築し、ポートフォリオの収益変

動リスクの極小化を図る。また、オフィスおよびレジデンスと

いう複数タイプの物件に投資することにより、経済情勢や不動

産を取り巻く市場変動等による影響の抑制を目指す 

・ ＰＭ会社と協働して積極的かつ効率的な運営管理を実行す

ることによって、投資物件毎に、賃料収入等の維持・上昇、稼

働率の向上および各種経費の低減による中長期的な安定収益

の確保を目指す 

・ 高い安定性を確保するために最適なポートフォリオ構成を

目指す。“厚み（豊富なストック）”のある不動産流通マーケッ

トを裏づけとした（運用資産の入れ替えも含めた）本ポートフ

ォリオの機動的な見直しにより、中長期的な安定性を確保する 

・ 着実な成長（外部成長・内部成長）を実現することにより、

本ポートフォリオにおける様々なリスク（投資物件の価値低減

リスク・投資物件の収入減尐リスク・投資物件の偏在リスク・

テナント集中にかかるリスク等）を低減し、中長期的な安定性

を確保する 

・ 中長期的な安定収益の確保を実現するための最適な財務戦

略を実行していく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．投資戦略 

（前略） 

２．投資対象とするアセット 

（１）オフィス 

【オフィスの投資基準】 

投資

額 

原則として1物件当たり10億円から50億円まで
7

と

する。 

・ 東京都区部のオフィス及びレジデンスは入居対象となる潜

在的なテナントの絶対数が多いため、中長期にわたって安定的

な稼働率と賃料水準を維持することが可能な東京都区部を中

心とする投資エリアに存するオフィスおよびレジデンスへの

集中投資を行なう。また、オフィス及びレジデンスとしてのテ

ナント需要の高さを勘案し、近隣エリアの立地特性及びマーケ

ット状況等に合致した、相対的競争力が強いと考えられる物件

に投資する 

・ 高い安定性を確保するために最適なポートフォリオ構成を

目指す。“厚み（豊富なストック）”のある不動産流通マーケッ

トを裏づけとした（運用資産の入れ替えも含めた）本ポートフ

ォリオの機動的な見直しにより、中長期的な安定性を確保する 

（２）ポートフォリオの分散効果・リスク低減 

・ 多数のオフィスおよびレジデンスに投資することにより、

分散されたポートフォリオを構築し、ポートフォリオの収益変

動リスクの極小化を図る。また、オフィスおよびレジデンスと

いう複数タイプの物件に投資することにより、経済情勢や不動

産を取り巻く市場変動等による影響の抑制を目指す 

・ 着実な成長（外部成長・内部成長）を実現することにより、

本ポートフォリオにおける様々なリスク（投資物件の価値低減

リスク・投資物件の収入減尐リスク・投資物件の偏在リスク・

テナント集中にかかるリスク等）を低減し、中長期的な安定性

を確保する 

（３）積極的かつ効率的な運営管理 

・ ＰＭ会社と協働して積極的かつ効率的な運営管理を実行す

ることによって、投資物件毎に、賃料収入等の維持・上昇、稼

働率の向上および各種経費の低減による中長期的な安定収益

の確保を目指す 

（４）最適な財務戦略 

・ 中長期的な安定収益の確保を実現するための最適な財務戦

略を実行していく 

・ 平和不動産の信用力を最大限に活用して、最適な財務戦略

を実行していく（詳細は後記Ⅵ.参照） 

 

Ⅲ．投資戦略 

（前略） 

２．投資対象とするアセット 

（１）オフィス 

【オフィスの投資基準】 

投資

額 

原則として 1物件当たり 10 億円以上とする
7

。但し、

1物件の投資額は、ポートフォリオ全体（取得価格

ベース）の 20％以内とする。 



投資

エリ

ア 

第一投

資エリ

ア 

東京 23 区 

第二投

資エリ

ア 

・東京都下部における駅前至近地域 

・横浜駅および新横浜駅における駅前至

近地域 

地方投


エリア 

政令指定都市および首都圏主要都市の主

要市街地 

但し、地方オフィスビルへの投資については、地方レジデン

ス（後記Ⅲ．２．(2)レジデンス参照）と併せた投資比率が、

本ポートフォリオの 20%以内とする。 

なお、オフィスのテナント形態としては、複数のテナントが

入居する、いわゆるマルチテナントビルと、同一テナントが全

フロアーに入居する、いわゆるシングルテナントビルがある。

当社は、中長期的な安定収益の確保を実現するために、原則と

してマルチテナントビルに投資するが、シングルテナントビル

についても、物件の構造上、マルチテナント形態でのリーシン

グが可能なビルについてのみ、本ポートフォリオ構成を勘案し

た上で投資する場合がある。 

 

（中略） 

【注釈７】 

ただし、下記検討事項を考慮した結果、中長期的な収益安定性の確保

の観点から望ましいと判断した物件で、かつその物件を購入した以降

の当該物件の本ポートフォリオに与える影響（規模およびテナント数

という側面での影響）を検討したうえで、下限を 5億円として、上記

原則に該当しない物件に投資する場合がある。 

[大規模（50 億円以上）のケース] 

・大規模オフィスビル特有の「大幅な賃料変動リスク」・「キーテナン

トの存在によるテナントの非分散リスク」は内在しないか 

・大規模であることによるテナント数の多さを勘案しても、テナント

ニーズに即した効率的かつ迅速な運営管理の実施は可能か 

 

[小規模（5億～10 億円）のケース] 

・小規模であることによる運営経費率の上昇等,投資効率性が劣ってい

ないか 

・外観および建物内部（特に共用部分）の管理状態は良好であるか、

および既入居テナントのクレジット等は低くないか（雑居ビル化し

ていないか） 

・小規模オフィスビルであるため、1物件あたりのテナント数が尐なく

なる可能性があるが、1テナントの規模割合が大きくなることによる

テナントの非分散リスクは内在していないか 

投資

エリ

ア 

第一投

資エリ

ア 

東京 23 区 

第二投

資エリ

ア 

第一投資エリアを除く東京都、神奈川

県、千葉県および埼玉県の主要市街地 

地方投

資エリ

ア 

第一・第二投資エリアを除く政令指定都

市の主要市街地 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

【注釈７】 

①100 億円以上の大規模物件に投資する場合、下記検討事項を考慮し

た結果、中長期的な安定収益の確保の観点から望ましいと判断した物

件で、かつその物件を購入した以降の当該物件の本ポートフォリオに

与える影響を検討したうえで、投資することとする。 

・大規模オフィスビル特有の「大幅な賃料変動リスク」・「キーテナン

トの存在によるテナントの非分散リスク」は内在しないか 

・大規模であることによるテナント数の多さを勘案しても、テナント

ニーズに即した効率的かつ迅速な運営管理の実施は可能か 

②但し、10 億円以下の物件でも、下記検討事項を考慮した結果、中長

期的な安定収益の確保の観点から望ましいと判断した物件で、かつそ

の物件を購入した以降の当該物件の本ポートフォリオに与える影響を

検討したうえで、投資する場合がある。 

・小規模であることによる運営経費率の上昇等,投資効率性が劣ってい

ないか 

・外観および建物内部（特に共用部分）の管理状態は良好であるか、

および既入居テナントのクレジット等は低くないか（雑居ビル化し

ていないか） 

・小規模オフィスビルであるため、1物件あたりのテナント数が尐なく

なる可能性があるが、1テナントの規模割合が大きくなることによる

テナントの非分散リスクは内在していないか 



（後略） 

（２）レジデンス 

 

投資

額 

原則として 1 物件当たり 5 億円
から 50 億円まで
15

と

する。 

投資

エリ

ア 

第一投

資エリ

ア 

東京 23 区 

第二投

資エリ

ア 

第一投資エリアを除く東京都、神奈川

県、千葉県および
埼玉県における都心通

勤圏内エリア（都心の主要ターミナル駅

（東京駅、品川駅、渋谷駅、新
駅、池袋

駅、上野駅および秋葉原駅等）までの電

車所要時間が約 30 分程度までのエリ

ア） 

投資

エリ

ア 

地方投

資エリ

ア 

名古屋市・大阪市・福岡市における主要

ターミ
ル駅への通勤･通学圏内 

（中略） 

【注釈 15】 

ただし、下記検討事項を考慮した結果、中長期的な収益安定性の確保

の観点から望ましいと判断した物件で、かつその物件を購入した以降

の当該物件の本ポートフォリオに与える影響（規模およびテナント数

という側面での影響）を検討したうえで、下限を 3億円として、上記

原則に該当しない物件に投資する場合がある。 

[大規模（50 億円以上）のケース] 

・大規模であることによる総戸数の多さを勘案しても、テナントリー

スアップは可能であるか 

・大規模であることによる総戸数の多さを勘案しても、各テナントニ

ーズに即したきま細かいテナント管理を実行することが可能か 

[小規模（3億～5億円）のケース] 

・小規模であることによる運営経費率の上昇等,投資効率性が劣ってい

ないか 

・小規模であるため「エントランスが無い」「オートロック機能がない」

｢共用部分等の管理状態が行き届いていない｣等、建物スペック・管理

状態等が劣後していないか 

（後略） 

 

 

 

 

 

（３）投資対象としないアセット 

当社は、中長期的な安定収益の確保の観点から、以下のアセ

ットに関しては、投資対象としない（各々アセットに関しての

「投資対象としない理由」に関しては、別紙２参照。）。 

（後略） 

（２）レジデンス 

【レジデンスの投資基準】 

投資

額 

原則として 1物件当たり 5億円以上とする。但し、

1物件当たりの投資比率は、ポートフォリオ全体（取

得価格ベース）の 10％以内とする
12

。 

投資

エリ

ア 

第一投

資エリ

ア 

東京 23 区 

第二投

資エリ

ア 

第一投資エリアを除く東京都、神奈川

県、千葉県および埼玉県における主要市

街地 

投資

エリ

ア 

地方投

資エリ

ア 

第一・第二投資エリアを除く政令指定都

市の主要市街地 

（中略） 

【注釈 12】 

①100 億円以上の大規模物件に投資する場合、下記検討事項を考慮した

結果、中長期的な安定収益の確保の観点から望ましいと判断した物件

で、かつその物件を購入した以降の当該物件の本ポートフォリオに与

える影響を検討したうえで、投資することとする。・大規模であること

による総戸数の多さを勘案しても、テナントリースアップは可能であ

るか 

・大規模であることによる総戸数の多さを勘案しても、各テナントニ

ーズに即したきま細かいテナント管理を実行することが可能か 

②5億円以下の物件でも、下記検討事項を考慮した結果、中長期的な安

定収益の確保の観点から望ましいと判断した物件で、かつその物件を

購入した以降の当該物件の本ポートフォリオに与える影響を検討した

うえで、投資することがある。 

・小規模であることによる運営経費率の上昇等,投資効率性が劣ってい

ないか 

・小規模であるため「エントランスが無い」「オートロック機能がない」

｢共用部分等の管理状態が行き届いていない｣等、建物スペック・管理

状態等が劣後していないか 

（後略） 

（３）例外的資産への投資 

不動産等のポートフォリオでの取得において、当該ポートフ

ォリオが主として本ガイドラインに規定するオフィスおよび

レジデンスで構成されており、かつ本基本方針の具現化に資す



・ ホテル 

・ 郊外型大規模商業施設 

・ 倉庫等の物流施設 

・ 高級賃貸マンション 

・ サービス付短期賃貸型マンション（サービスア

パートメント） 

・ 老人向介護療養施設、等 

 

３．分散されたポートフォリオの構築 

（１）各投資比率 

以下の戦略に基づく運用資産の着実な成長および中長期的な

安定収益の確保の観点から、本ポートフォリオの 80％以上（取

得価格ベース）を第一投資エリアまたは第二投資エリアに存す

るオフィスまたはレジデンスに投資する。 

（２）オフィスおよびレジデンスにおけるポートフォリオ構築

方針 

＜本ポートフォリオの投資比率（取得価格ベース）＞ 

オフィス レジデンス 

原則 50%(30%～70%) 原則 50%(30%～70%) 

第一投資エリア 70%～ 
第一投資エリ

ア 
60%～ 

第二投資エリア ～30% 
第二投資エリ

ア 
～40% 

地方オフィスビ

ル 
※ 

地方レジデン

ス 
※ 

※地方オフィスビルおよび地方レジデンスへの投資は合計で

全体の 20％以内 

（後略） 

 

 

Ⅵ．業務提携先各社とのパートナーシップ 

１．取得機会の拡大 

 当社は、投資物件売却および仲介情報の提供に関して、業務

提携先各社と業務提携に関する協定書等を締結することによ

り、本投資法人の投資基準に大要適合する不動産等の売却およ

び仲介情報の提供を受け、投資物件の取得機会を拡大すること

によって本ポートフォリオの着実な外部成長を目指すものと

する。 

２．業務提携先各社とのパートナーシップ 

（１）資産運用業務の助言 

当社は、業務提携先各社から自主的に提供される資産運用業務

に関する助言を受けることができる。 

（２）人的派遣 

るような投資を検討する場合に、本ガイドラインに規定する用

途以外の物件が存在しても、かかる物件が本ガイドラインの用

途以外の投資基準を概ね満たしており、その投資額がポートフ

ォリオ全体（取得価格ベース）の 5％以内の範囲内において、

例外的に投資できるものとする。 

 

 

 

３．分散されたポートフォリオの構築 

（１）各投資比率 

以下の戦略に基づく運用資産の着実な成長および中長期的

な安定収益の確保の観点から、本ポートフォリオの 70％以上

（取得価格ベース）を第一投資エリアまたは第二投資エリアに

存するオフィスまたはレジデンスに投資する。 

（２）オフィスおよびレジデンスにおけるポートフォリオ構築

方針 

＜本ポートフォリオの投資比率（取得価格ベース）＞ 

オフィス レジデンス 

原則 50%(30%～70%) 原則 50%(30%～70%) 

第一投資エリ

ア 
70%～ 

第一投資エリ

ア 
60%～ 

第二投資エリ

ア 
～30% 

第二投資エリ

ア 
～40% 

地方オフィス

ビル 
※ 

地方レジデン

ス 
※ 

※ 地方オフィスビル、地方レジデンスおよび例外的資産への

投資はポートフォリオ全体の 30％以内 

（後略） 

 

 

Ⅵ．平和不動産とのパートナーシップ 

1.平和不動産のサポート体制 

（１） 物件情報ソースの拡大 

当社独自の物件情報ソースに加え、平和不動産の情報ソース

を活用することによって、中長期的な安定収益の確保に寄与す

るための投資物件に関する情報を、より多くかつ多角的に収集

する。 

当社は、平和不動産が自ら保有し、または今後開発する物件

（以下、総称して「平和不動産保有物件」という。）のうち、

本投資法人の投資基準に大要適合する平和不動産保有物件を

売却しようとする場合、平和不動産から当該物件情報の提供を

第三者への開示に先立って受けるものとする。 

② 平和不動産による仲介物件 



当社は、業務提携先各社から自主的に行われる取締役の派遣お

よび投資委員会の外部委員等の人的な派遣を受けることがで

きる。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は、平和不動産が、本投資法人の投資基準に大要適合す

る物件の所有者その他関係者から当該物件の仲介の委託を受

けた場合には、所有者等の意向等により情報提供できない場合

を除き、平和不動産から当該物件情報の提供を速やかに（遅く

とも第三者に開示するのと同時に）受けるものとする。当社は、

平和不動産が、本投資法人の投資基準に大要適合する物件の所

有者その他関係者から当該物件の仲介の委託を受けた場合に

は、所有者等の意向等により情報提供できない場合を除き、平

和不動産から当該物件情報の提供を速やかに（遅くとも第三者

に開示するのと同時に）受けるものとする。 

③ 平和不動産による先行的取得物件（ウェアハウズ機能の確

立） 

当社は、平和不動産が自己のリスクおよび投資判断に基づき、

本投資法人への売却を考慮して、平和不動産自ら先行的に取得

した物件の情報を優先的に受けることが出来る。 

（２） 平和不動産からの人的支援および財務的支援 

総合的な不動産事業のノウハウを有する平和不動産の人材を

最大限活用する。具体的な人的支援策および財務的支援策とし

ては以下のとおりである。 

① 平和不動産は、当社へ取締役を派遣し当社の経営を指揮す

る。 

② 平和不動産は、当社の要請に応じてもしくは独自の判断に

より、必要な人材を派遣する。 

③ 平和不動産は、財務方針、資金調達等に係る指導・支援を

行う。 

（３）ＰＭ業務の実施 

平和不動産グループの有するリーシング活動から管理業務

（テナント管理・建物管理）、さらには修繕工事業務等に至る

までの豊富なプロパティ・マネジメント能力を積極的に活用す

るため、主としてオフィスビルに関するＰＭ業務を委託するに

当たっては、平和不動産グループをＰＭ会社の候補先として加

える。 

選定に当たっては、Ⅳ．５．（１）に定める「ＰＭ会社の選定

基準」に適合する他の候補先とともに委託条件の提示を受け、

別に定める「ＰＭ業者選定手順書」に従い、比較検討の上、最

適、最有利先を決定する。 

２.平和不動産グループとの利益相反に対する対策 

平和不動産グループとの間で、本投資法人の資産運用業務に

関するサポート体制を構築することは、本基本方針の実現に繋

がることになるが、その反面、常に利害関係者間取引に該当し、

利益相反取引となる可能性がある。 

そこで、当社は、本投資法人および投資主の利益を毀損させ

ることのないよう、別に定める「利益相反行為防止規程」を遵



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅩⅡ．ガバナンス 

１．当社組織 

（１）組織図 

          株主総会                                               

                    監査役 

          取締役会 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会           ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ室 

          代表取締役 

投資委員会 

                                 

運 用 部       管理部        監査室 

投資顧問課   ﾌｧﾝﾄﾞ管理課｜財経総務課 

 

 

 

 

(３)投資委員会 

委員 代表取締役(議長)､チーフ・コンプライアンス・

オフィサー､運用部長､管理部長｡但し､業務提携

先各社が自主的に派遣する人材を外部委員とす

ることができる｡また､議長が必要と認めた場合

は､上記の職員以外の従業員及び当会社以外の

識者を委員に委嘱することができる｡ 

 

 

(４)コンプライアンス委員会 

委員 チーフ・コンプライアンス・オフィサー(委員

守し、以下の措置を講じることにより、利益相反取引となる行

為を防止する。 

(1) 平和不動産から物件を取得する場合 

予め当社により取得した、公正かつ調査能力・経験のあると

認められる第三者の専門会社による不動産鑑定評価書記載の

鑑定評価額以下で購入する。 

(2) 平和不動産の仲介により物件を取得する場合 

予め業務協定書にて定めた仲介手数料水準以内の手数料を

支払う 

(3) 平和不動産にＰＭ業務を委託する場合 

ＰＭ会社の選定基準に従い、他のＰＭ会社の委託条件等を比

較検討する。 

予め業務協定書にて定めたＰＭ報酬の水準以内の報酬を支払

う。 

 

（中略） 

ⅩⅡ．ガバナンス 

１．当社組織 

（１）組織図 

            株主総会 

監査役 

            取締役会 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会       ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ﾘｽｸ管理室 

                      代表取締役社長 

投資委員会 

                                監査室 

投資運用本部                      業務企画本部              

 

ｵﾌｨｽ投資運用部 ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ投資運用部 

 

 経営企画部 IR 部 総務部 財務経理部 

 

(３)投資委員会 

委員 代表取締役(議長)､チーフ・コンプライアンス・

オフィサー、投資運用本部長、業務企画本部長、

業務企画本部副本部長、オフィス投資運用部長、

レジデンス投資運用部長、経営企画部長｡ ま

た､議長が必要と認めた場合は､上記の職員以外

の従業員及び当会社以外の識者を委員に委嘱す

ることができる｡ 

 

(４)コンプライアンス委員会 

委員 チーフ・コンプライアンス・オフィサー(委員



 

 

3．今後の見通し 

本協定書締結及び運用ガイドラインの変更による平成 22 年 11 月期及び平成 23 年 5 月期の運用状況への

影響はありません。 

 

以 上 

 

＊  本資料の配布先 ： 兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

＊  本投資法人のホームページアドレス http://www.c-inv.co.jp/ 

長)､監査室長､管理部長､管理部財経総務課長 
 

長)､業務企画委本部長、業務企画本部副本部長、

監査室長､経営企画部長、IR 部長、総務部長、財

経経理部長 
 

http://www.c-inv.co.jp/

